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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課

基本目標1　活気ある商工業の展開 　

基本施策1　商工業等の経営基盤の強化 　

1-1　商工業の経営基盤の強化

（1）体系的、一元的な商工業振興策の展開

①商工業者、消費者の意向を反映した施
策の展開

―

北広島市商工業振興基本計画は、各事業者及び消費者へのア
ンケート調査、商工業者懇話会など、商工業者及び消費者の
意見を把握し、商工業振興審議会の審議を踏まえた施策を実
施します。
北広島市の商工業振興施策は、この計画に基づき、体系的、
総合的に展開します。

平成28年度に審議会等の意見を踏まえ北広島市
商工業振興基本計画を見直し、関連施策を展
開。

Ａ
全課
（商工業振興
課）

②総合計画と連携した施策の展開と推進 ―
北広島市商工業振興基本計画は、総合計画の商工業・労働部
門の基本計画を担うものであり、総合計画の理念、目標、関
連施策を共有し連携を図りながら、総合的に展開します。

計画に基づき、総合的に施策を展開実施。 Ａ
全課
（商工業振興
課）

③商工業者等の自主的な努力の助長と地
域社会への寄与

―

北広島市商工業振興基本計画に基づき展開される施策は、商
工業振興基本条例の第1条（目的）に示すとおり、商工業者等
の自主的な経営努力を助長するとともに、市民生活の向上、
経済の活性化及び環境と調和のとれたにぎわいと活力のある
地域社会の実現に寄与することを目的とします。

商工業者等の自主的な活動等に対し、商工会や
商店街等の団体を通じた支援や連携、協力した
事業を推進した。

Ａ
全課
（商工業振興
課）

④商工業施策の推進に関し意見を求める
ための機関の設置

―
商工業に係る計画、施策の調査審議を担う商工業振興審議会
を設置し、商工業施策の展開に対して適宜必要な意見を求
め、公平で効果的効率的な施策を展開します。

平成28年度に審議会で答申を行い、市が計画書
を改訂したことから、平成29年度は計画に基づ
く事務事業を推進。実施内容と評価は決算後に
審議会を開催し意見を伺うこととした。
平成29年度は審議会の開催なし。

Ｂ 商工業振興課

（2）商工業経営の安定支援

①経営状況の変化に対応した融資や貸付
枠の拡充など、商工会との連携

中小企業者等融資事業

中小企業者の事業資金の円滑化を図るため、市が市内金融機
関に原資を預託する。また、信用保証料の全額及び利子を市
が助成することにより、事業者の負担を軽減し、中小企業の
育成振興を図る。
（運転資金、設備資金、大型店対策設備改善資金、新規創業
等支援資金、小口企業資金）

融資実行:189件、金額:1,895,825千円
補給件数:538件、金額：36,855,219円
融資限度額と貸付期間について要綱を改正し、
借入の利便性向上を図った。

Ａ 商工業振興課

②商工業者の受注機会の拡大促進 住宅リフォーム支援事業
市民が住宅のリフォームを行う際の工事等に要する費用を助
成することにより、住宅の改修を促進し、快適な住環境の整
備、市内の建設産業の振興及び雇用の安定を図る。

補助金交付 145件 12,899千円
市内業者による施工を要件としていることか
ら、建築業17社、塗装業5社、その他2社、計24
の市内事業者の活用が図られた。

Ａ 災害復興・市民
参加課

基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

商工業者等助成金交付事
業

市内の商工業者等の自主的な努力を助長し、商工業者等の健
全な発展と本市産業の振興を図る各種事業に対して補助す
る。（組織化事業、近代化推進事業、高度化事業）

申請なし Ｅ 商工業振興課

（3）企業の人材育成

①人材の育成・確保のため資質、能力、
技術を高めるセミナーや研修の実施

企業人財づくり支援事業
市内に立地する企業が実施する能力開発セミナーや各種研修
等に助成し、企業の健全経営を促進する。

補助金交付1件（北広島市工業振興会企業セミ
ナー）
３回開催　延べ64名参加
労働災害・働き方改革・コンプライアンス等の
内容で開催

Ｂ 商工業振興課

働きたい女性のための企
業合同雇用促進事業

就業セミナー、合同企業説明会、企業見学会を実施し、企業
の労働力確保の推進を図るとともに働きたい女性に就業機会
を提供する。

・就業セミナー
　開催日　10月9、10日
　参加者　延べ40名
・合同企業説明会
　開催日　10月9、10日
　参加企業　25社（延べ32社）
　参加者　31名
　就職者　2名
・企業見学会
　開催日　10月19、28日
　参加企業　8社
　参加者　4名
　就職者　0名

Ｂ 商工業振興課

②地域の活性化を図るための従業員の地
元雇用

若年層新規雇用助成金交
付事業

35歳までの若年層における雇用促進と定住促進を図るため、
市内の中小企業における若年者の新規雇用に対して支援を行
う。（総合戦略目標値　40名／4ヵ年）

助成金交付　8社3,300千円
雇用創出　11名 Ａ 商工業振興課

　
①市民や企業、行政が連携した資源の発
掘や整備、商品の開発

都市型観光推進事業
市内の地域資源、観光資源を活用した、良好な都市イメージ
の創出と効果的なプロモーションにより交流人口の増加を図
る。

都市型観光推進協議会の開催　2回
食資産を活用した観光PR Ａ 観光振興課

②観光情報の効果的な発信
都市型観光推進事業（再
掲）

①に同じ
WEBやパンフレット等による情報発信
各種プロモーション Ａ 観光振興課

1-2  観光の強化 

(1) 観光の振興
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

③地域資源を活用した観光基盤の充実と
関係機関や周辺市町村、民間事業者との
連携による観光事業の展開

サイクルツーリズム等観
光拠点整備事業

国内外の誘客による交流人口の拡大を図るため、地域資源を
活用し自転車を核としたコンテンツづくり及びブランディン
グと観光案内所、観光案内版等の環境を整備する。

自転車観光（サイクルツーリズム）をはじめと
した地域資源を活用した体験型観光等の推進
近隣自治体等で構成するさっぽろ広域観光圏推
進協議会、ウェルカム北海道ドライブルート推
進事業、きた北海道広域観光周遊ルート推進協
議会、ようこそいしかりプロモーション事業、
北海道ゴルフツーリズムコンベンションへの参
画

Ａ 観光振興課

④地域資源を活用し、交流人口・定住人
口の増加をめざした総合的観光基盤の充
実

シティセールス推進事業
市の知名度の向上及び定住人口の増加を図るため、シティ
セールス基本戦略プランに基づいた施策を推進する。

市の知名度の向上及び定住促進を図るため、市
の住みよさをプロモーションツールや動画・マ
ンガ等のコンテンツを制作し、市HPやSNSを活
用して魅力の発信を行った。
（ふるさと納税動画中で地元産品を紹介。
マンガ「キタヒロ☆エゾリス家族」第21話に
て、市の特産品としてまいピー赤・白を紹介。
同マンガ第23話にて、北海道新聞本社工場を紹
介。住みたくなるWEBサイトPV数:99,570PV）

Ａ 政策広報課

①イベントなどの誘致と交流人口の増加
による商工業者の活性化

都市型観光推進事業（再
掲）

市内の地域資源、観光資源を活用した、良好な都市イメージ
の創出と効果的なプロモーションにより交流人口の増加を図
る。

ジャパン ケネル クラブ主催イベントの開催及
びコンベンションの誘致活動を行った。 Ｂ 観光振興課

②コンベンション機能を持つ施設の活用
や情報発信

都市型観光推進事業（再
掲）

①に同じ
WEBやパンフレット等による情報発信
各種プロモーションの実施 Ａ 観光振興課

グリーンツーリズム推進
事業

農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定
化を支援するため、市内のグリーンツーリズムの関連施設の
市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商
工連携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行
う。（総合戦略目標値　3件／4ヵ年）

・交流農園マップの作成、配布（全戸配布・イ
ベント配付等）
・六次産業化等支援事業補助金（施設整備事
業）の創設のため制度設計（平成30年度運用開
始）

Ａ 農政課

③観光協会への事業、運営支援 観光振興事業

イベントの実施による市民相互及び市民と近隣市町村来訪者
の交流を図ることが地域の活性化に寄与することから、市内
外の各種イベントへの参加や観光資源の紹介・宣伝など本市
観光の発展を図るため、北広島市観光協会への支援を行う。

北広島市観光協会補助金4,430千円
北広島ふるさと祭り　来場者数4万5千人（8月5
～6日）、ふれあい雪まつり　来場者数1万2千
人（2月3～4日）、北の酒まつり　来場者数2万
人（7月15～16日）などに対する補助

Ａ 観光振興課

(2) イベント等の充実

【　4　】



【　5　】

施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

基本施策2　企業誘致の推進

① 活力あるまちづくりに貢献する企業の
誘致や進出時の支援の拡充及び強化

企業誘致推進事業

地域経済の活性化など活力あるまちづくりをめざすため、輪
厚工業団地や民間所有分譲地への企業誘致活動を推進する。
また、雇用創出の場を確保するために北広島市企業立地推進
条例に基づき、事業所の新増設者に対して市内居住者雇用奨
励金を交付する。（１人50万円／件）

・輪厚工業団地　２社２区画販売
　　　　　　　　販売率95%
・企業立地促進条例
　新規指定　２件
　雇用奨励金交付　５社17名8,500千円

Ａ 商工業振興課

②地理的優位性を活かした企業の誘致 ①に同じ ①に同じ Ａ 商工業振興課

③企業の立地動向に対応した誘致活動 ①に同じ ①に同じ Ａ 商工業振興課

④各種企業立地情報の提供など、官民協
働による企業誘致活動の推進

①に同じ ①に同じ Ａ 商工業振興課

基本施策3　創造的な事業活動の支援

①創業支援制度の活用、先進事例の紹介
や国、北海道の支援制度の紹介

コミュニティビジネス創
業支援事業

コミュニティビジネスアドバイザーを設置し、地域課題の解
決にビジネスとして取り組む団体、企業、個人に支援を行
い、起業の促進と地域の活性化を図る。
（総合戦略目標値　８件／4ヵ年）

相談1件
補助指定・補助金交付 1件735千円
・シェアサロンオフィスによる独立起業支援
事業PRを強化し更なる利活用を図る。

Ｂ 商工業振興課

起業支援促進事業

市内で初めて起業する個人に、一定の条件の下、店舗改装費
用の１／２（最大250万円まで）を助成することにより、起業
の促進と地域活性化を図る。　（総合戦略目標値　８件／4ヵ
年）

補助金交付 2件2,124千円
・飲食業
・理美容業

Ａ 商工業振興課

空き店舗利用促進事業

大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による廃業など
による空き店舗増加対策及び新規に開業する事業者への支援
を実施する北広島商工会に対して事業助成相当額を支援す
る。
（総合戦略目標値　14件／4ヵ年）

補助金交付 1,814千円
・新規4件（飲食業1件・小売業2件・サービス
業1件）
・継続5件

Ａ 商工業振興課

(1) 企業誘致の推進

(1) 新産業の創出
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

②商品開発、販路開拓のための異業種交
流や情報提供

―
企業等の人材育成や商品開発、販路開拓のため、各種講習
会、講演会や異業種交流会など、情報提供を図ります。

六次産業化等支援事業において、農商工連携に
係る事例紹介を実施（12月）、異業種との連携
可能性等について情報提供を行なった。参加人
数40名

Ｂ 商工業振興課
農政課

③産学官が連携した地産地消や地域ブラ
ンドづくり

六次産業化等支援事業
農業者等に対し、セミナー等を実施し六次産業化や農商工連
携といった経営の多角化を支援する。
（総合戦略目標値　１事業者／4ヵ年）

・６次産業化等推進協議会を設立、会議は2回
開催
・６次産業化等推進戦略を策定（3月）
・６次産業化、農商工連携商品事例紹介を実施
（12月）

Ａ 農政課

グリーンツーリズム推進
事業（再掲）

農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定
化を支援するため、市内のグリーンツーリズムの関連施設の
市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商
工連携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行
う。
（総合戦略目標値　3件／4ヵ年）

・交流農園マップの作成、配布（全戸配布・イ
ベント配付等）
・農泊・農村ツーリズムセミナーの実施（12
月）
・施設整備補助制度に関する先進地視察（栗山
町）

Ａ 農政課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

基本目標2　商工業活動を支える基盤の充実 　　

基本施策4　商工会・商店街振興会・工業振興会の支援

(1) 商工会との連携及び支援

①創業支援や金融斡旋事業などの支援と
商工会活動の充実

小規模事業指導推進事業

小規模事業者の経営安定化を促進し、中小企業を支援するた
め、小規模事業者に対する経営指導及び経営改善への業務指
導を行う北広島商工会に対して人件費及び事務費を助成す
る。

経営改善普及事業や空き店舗利用促進事業を主
体的に実施するほか、起業促進支援事業や中小
企業者等融資事業などにおいて、市と商工会が
連携・協力し、事業者の支援に取り組んでい
る。

Ａ 商工業振興課

②小規模事業指導推進事業や地域振興事
業などの商工会の重点事業の支援

小規模事業指導推進事業
（再掲）

①に同じ
①のほか、地域にぎわい応援事業として、市内
消費拡大を図り、地域のにぎわいを創出する商
工会に対し補助金を交付。

Ｂ 商工業振興課

空き店舗利用促進事業
（再掲）

大型店の進出や店舗の移転、事業者の高齢化による廃業など
による空き店舗増加対策及び新規に開業する事業者への支援
を実施する北広島商工会に対して事業助成相当額を支援す
る。
（総合戦略目標値　14件／4ヵ年）

補助金交付 1,814千円
・新規4件（飲食業1件・小売業2件・サービス
業1件）
・継続5件

Ａ 商工業振興課

(2) 消費者の目線に立った商工業の展開地域商工業の振興と商工業団体の育成

①商工会との協働による地域商店振興会
活動への支援

地域商街活性化事業
各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしながら商
店街の賑わいと活性化を図る各種事業に対して支援する。

補助金交付 524,400円
・北広島中央商店街振興会（会員60名）
・北広島さんぽまち商店会（会員29名）
・大曲商業・事業者振興会（会員40名）
・西の里地区商店街振興会（会員9名）

Ａ 商工業振興課

②消費者目線に立った商工業の展開 ―
生活情報の共有など、消費者の目線での商店街活動を進める
ため、福祉や市民活動と連携した商工業活動について、調査
研究を進めます。

・燃料価格調査:毎月10日実施
・北広島消費者協会（調査部）が実施する各種
調査への事業費補助

Ａ 商工業振興課

③技術力の向上に向けた人材育成の充実
製造業を営む中小企業者の工業技術向上の推進に資する人材
育成事業に対して補助する。
（技術指導者招へい事業、技術者派遣事業）

申込なし
今後利用促進のため、市内各社への更なる制度
周知が必要と考えられる。

Ｃ 商工業振興課

④商工業者の資質の向上に向けた各種事
業の実施

③に同じ ③に同じ Ｃ 商工業振興課

企業人財づくり支援事業
（再掲）
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

基本施策5　勤労者の福利厚生の増進

(1) 就業機会の拡充と安定化

①雇用の確保を推進するため、職業相談
や求人情報を入手できる相談室の運営の
充実

地域職業相談室（ジョブ
ガイド）運営事業

国との連携により、地域職業相談室（ジョブガイド北広島）
を運営し、求人情報の提供、職業相談、失業者相談を実施す
ることにより、求職者等への利便性の向上及び就職促進を図
る。

利用者　10,798名
就職者　533名
利用者が減少傾向であるため、求職者のニーズ
把握に努め、支援手法を検討する。

Ｂ 商工業振興課

若年層新規雇用助成金交
付事業（再掲）

35歳までの若年層における雇用促進と定住促進を図るため、
市内の中小企業における若年者の新規雇用に対して支援を行
う。
（総合戦略目標値　40名／4ヵ年）

助成金交付　8社3,300千円
雇用創出　11名 Ａ 商工業振興課

②高齢者等の就業機会の拡大を図るた
め、シルバー人材センター等との連携強
化

シルバー人材センター活
動支援事業

高年齢者に臨時的かつ短期的な仕事を組織的に確保し、提供
して、高年齢者の生きがいと活力ある地域社会づくりのため
に活動しているシルバー人材センターを支援する。

補助金交付 12,000千円
会員521名、就労延41,229人（実413人） Ａ 商工業振興課

障がい者相談支援事業
障がい者自立支援協議会（就労支援部会）を通じて、障がい
者の就労に関する問題や雇用促進に関する協議を行う。

障がい者自立支援協議会（就労支援部会）を2
回開催し、農福連携の実施に向けたグループ
ワーク等を実施。
就業者の掘り起こしを優先することとし、次年
度に向けて検討。

Ｂ 福祉課

③女性の就業機会の拡大を図るための取
り組み強化

働きたい女性のための企
業合同雇用促進事業（再
掲）

就業セミナー、合同企業説明会、企業見学会を実施し、企業
の労働力確保の推進を図るとともに働きたい女性に就業機会
を提供する。

・就業セミナー
　開催日　10月9、10日
　参加者　延べ40名
・合同企業説明会
　開催日　10月9、10日
　参加企業　25社（延べ32社）
　参加者　31名
　就職者　2名
・企業見学会
　開催日　10月19、28日
　参加企業　8社
　参加者　4名
　就職者　0名

Ｂ 商工業振興課

働きたい女性のための再
就職支援事業

出産や育児でブランクのある女性を中心として、ビジネスマ
ナー、パソコンスキルの習得などの座学や実地研修を実施
し、再就職を支援する。

・実施期間　9月1日～12月27日
・参加者　15名
・就職　15件（市内11件・市外4件）

Ａ 商工業振興課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

(2) 勤労者福祉の充実

①安心して働くことのできる労働環境の
確保

労働事情調査事業
市内の商工業者を対象に従業員の労働状況等を把握するため
アンケート調査を実施する。

市内400社に対して調査を実施
・回答　111件（回答率27.8%）
支援施策が検討できるような資料となるよう回
収率を高める工夫をする。

Ｃ 商工業振興課

②生活の安定と快適な労働環境を確保す
るため勤労者共済制度の活用

中小企業勤労者福祉共済
会事業

市内中小企業等に働く従業員と事業主が協働し実施する福利
厚生事業を支援する。

・会員　17社（H28年度 15社）
・加入者　187名（H28年度 174名） Ｂ 商工業振興課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

基本目標3　地域社会との交流や連携の強化

基本施策6　国・北海道・近隣自治体・関連団体との連携協力

(1)  国・北海道・近隣自治体等との連携協力

①国や経済産業局、北海道労働局などか
らの情報提供機能の活用

―

商工業の振興や勤労者の福利厚生推進のため、国や北海道経
済産業局、北海道労働局などからの最新の情報提供を行い、
商工業者が自ら各種支援事業の活用が可能な環境づくりを進
めます。

市の広報紙やホームページを活用した制度周知
のほか、商工会を通じた事業者への周知に取り
組んだ。

Ａ 商工業振興課

②㈶北海道中小企業総合支援センターの
活用

―
商工業の振興や勤労者の福利厚生推進のため、(財)北海道中
小企業総合支援センターの相談、情報提供機能の活用を商工
業者に働きかけます。

市のホームページや商工会を通じた事業者への
周知に取り組んだ。 Ａ 商工業振興課

③商工会連合会との連携による的確な対応 ―
商工会では扱いきれない専門的で特殊な問題については、上
部団体である北海道商工会連合会と連携し、的確な対応に努
めます。

左記に該当する問題等が発生した際は、商工会
と連携・協力の上、上部団体へ働きかける。 Ｅ 商工業振興課

④近隣自治体との情報共有や広域的な企
業連携による情報の共有と需要拡大

札幌広域圏組合連携事業
加盟している市町村、団体等が観光資源開拓や圏域内・外に
向けた観光ＰＲを連携・協力して実施する。

札幌広域圏組合へ参画
首都圏向けPR事業（東京のカフェで特産品をメ
ニュー化）
さっぽろ圏逸品発掘事業（イオン発寒店、札幌
市役所、札幌のレストランで物販イベントや特
産品のメニュー化）

Ａ 観光振興課

(2) 生産団体との連携協力

①地域資源の流通、消費の拡大や雇用の
確保のため、地元農協との連携

―
道央圏の農業協同組合の生産・流通の取り組みと連携し、地
域資源である農産物の流通、消費の拡大や農業雇用の確保な
どを支援します。

・農業雇用を確保するため市内店舗や大学など
広告を掲示依頼
・道央農協の生産・流通に携わる部会等の活動
推進のため、活動費の一部を補助（農業振興奨
励事業補助金　2,054千円）

Ｂ 農政課

②生産者と消費者が結びつくよう、地産
地消に向けた新たな取り組みの導入

グリーンツーリズム推進
事業（再掲）

農業を核とした都市との交流を推進し、農業者の経営の安定
化を支援するため、市内のグリーンツーリズムの関連施設の
市内外へのＰＲのほか、市の認定を受けた六次産業化や農商
工連携によるグリーンツーリズム施設整備等への支援を行
う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総合戦略
目標値　3件／4ヵ年）

・北海道が作成する石狩絶品倉庫（情報誌）に
市内農産物の情報を掲載
・交流農園マップの作成、配布
・グリーン・ツーリズム協議会の活動支援（補
助金　53千円）

Ａ 農政課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

(3) 市民、消費者団体との連携協力 　

①消費者ニーズの把握や製品情報の公表
など、商工業者等と消費者の連携の場の
確保

北広島消費者協会活動支
援事業
消費者行政推進事業

消費者教育活動や啓蒙活動に取り組む消費者協会への支援
と、消費生活センター相談窓口の設置により市民の安全安心
な生活を支援する。

・市と消費者協会の事業共催
　悪質商法被害防止街頭啓発(5月)
　消費生活展(8月)
　消費者大会(11月)）
・消費生活センター相談件数:238件
・センター相談員の人材確保

Ａ 商工業振興課

②食の安全安心など、消費生活に関する
諸問題への適切な対応

①に同じ ①に同じ Ａ 商工業振興課

(4) 商工業者同士の連携協力

①類似する商工業活動の問題を解消する
ため、圏域の商工業者や自治体との交流
と情報交換の推進

―
立地条件や商工業者・消費者の問題意識に共通性のある近隣
市町村の商工業者活動、商工業行政と情報交換を進めること
で、商工業活動の問題の解消や活動の推進を図ります。

北海道石狩振興局主催の会議など情報交換の場
に参加 Ｂ 商工業振興課

②個人的な活動に対する支援 ―
商工会、商店街振興会、工業振興会、中小企業家同友会な
ど、組織活動とは異なる商工業者の自主活動について、必要
な支援に努めます。

商工会を通じて経営等に関する支援を実施する
ほか、相談・問合せに適切な相談機関等を紹介 Ｂ 商工業振興課

基本施策7　市民生活との連携等

(1) 環境対策への取り組み

①環境保全に向けた取り組みの推進 環境保全事業
公害の未然防止と生活環境の保全を図るため、各種環境測定
を実施するとともに環境監視員を配置して事業所等の監視、
指導等を行う。

各種環境測定は、大気汚染、水質汚濁、騒音、
振動、悪臭などの公害について実施。環境監視
員が不在だったため、正職員が兼任して事業所
等の監視、指導等にあたった。

Ｂ 環境課

②ごみの減量化、資源のリサイクル化の
推進

ごみ減量化・資源化対策
事業

ごみ処理量の削減に向けて、再資源化や再商品化の推進、集
団資源回収の奨励、生ごみの分別排出の促進など、資源化の
促進とリサイクル意識の高揚を図る。

平成29年4月1日の事業系ごみ手数料改定の際、
生ごみの手数料を据え置くことで分別促進を図
り、その結果、事業系生ごみの回収量が28年度
の81.95ｔから379.61ｔに増加した。

Ｂ 環境課

③緑化活動の推進 緑化推進事業

市民参加による公共施設、街路樹桝などを中心とした植樹・
花苗の植栽、花のまちコンクールやオープンガーデン見学会
などの実施と、緑のまちづくり条例に基づく緑の保全及び民
間施設における緑化を推進する。

公共施設16施設 　4,080株
街路樹桝(春)45団体　14,855株
街路樹桝(秋)39団体　 球根7,201球
公園花壇44団体　 8,484株
国道沿い 5団体　 6,370株
花のまちコンクール応募件数　64件
オープンガーデン見学会参加人数104人

Ｂ 都市整備課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

(2)  保健・福祉との連携

①助け合いのある地域づくりのための商
工業者と従業員、地域住民との交流の機
会の確保への取り組み

―

市民の近隣活動や災害時等の助け合いなど、相互に見守り、
助け合いのある地域づくりを進め、商店街や工業団地の事業
者、勤労者と周辺地区居住者との日常的な交流の機会の確保
に努めます。

地域商店街活性化事業において地域貢献や地域
行事に取り組む商店街を支援し、事業者等と地
域住民の交流の機会創出につながっている

Ｂ 商工業振興課

②子どもたちの安全に配慮した商業形態
づくりの推進

広域入所児童委託事業

保護者の勤務先等により市民が他市町村の保育所を利用する
場合、保育所所在市町村と協定及び覚書を締結し、他市町村
の保育所で保育を実施する。
※「保育所」には、認定こども園及び地域型保育事業を含
む。

・札幌市　　24名　延べ168ヶ月
・恵庭市 　　5名　延べ 36ヶ月
・仁木町　 　2名　延べ  4ヶ月
・南幌町　 　1名　延べ  7ヶ月
・苫小牧市　 1名　延べ　9ヶ月

Ａ 子ども家庭課

③障がい者にやさしい商業形態づくりの
推進

―

障がい者が安心して買い物等ができる商業形態づくりに努め
ます。また、障がい者が自立した地域生活を送れるよう、関
係団体とともに商工業者も障がい者の就労支援に寄与する地
域づくりに努めます。

障がい者自立支援協議会（就労支援部会）の委
員に、商工会理事を加え、就労支援に係る課題
に対する協議の場を設けている。

Ｂ 福祉課

　　　　　　　　　　　　　　 　
④高齢者にやさしく、地域を支える商業
形態づくりの推進

認知症支え合い事業
認知症の高齢者の方が住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う、地域で理解を深めてもらうため、各種団体などに対し認
知症サポーター養成講座を開催する。

認知症サポーター養成講座　13団体
受講人数　500人
受講者が拡大するよう、地道な周知を続けてい
く。

Ｂ 高齢者支援課

　　　　　　　　　　　　　　　　
介護支援ボランティア事
業

介護保険施設や介護サービス事業所で行うボランティア活動
において、獲得したポイントに応じて、地場産品等と交換で
きる仕組みを通じて、高齢者の地域参加活動を促す。

ボランティア登録研修会　5回
ポイント交換者：97人
地場産品出品事業所：10事業所
以下平成29年9月末現在
登録施設：31か所(1か所休止)
登録者：217人

今後は、登録施設が少数の地区もあるため、よ
り周知を強化し、多くの施設に登録を促してい
く。

Ｂ 高齢者支援課

　　　
（平成30年度新規）
買物不便者対策事業

＜事務事業内容＞
買物不便者の実態を把握し、市民のニーズや地域に合った買
物支援を実施し、市民の買物環境を維持する。
＜計画書掲載内容＞
高齢者や障がい者、子供に配慮した買い物環境の整備を検討
し、買い物弱者への負担軽減を図る。

平成30年度に買物不便者の実態把握調査を実施
するため、先進地等の取り組み等情報収集を
行った。

Ｅ 商工業振興課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

⑤職場での健康・体力づくりの推進 健康づくり啓発事業
健康を維持するための食事や運動、うつと自殺予防について
の知識啓発事業等や、健康づくり推進員の養成、ウォーキン
グマップなどを作成する。

・出前健康講座（民間企業対象）1回　17人
・生活習慣病予防講演会（糖尿病網膜症、脳
　卒中予防について）　2回　79人
・こころの健康講座（うつ病について）57人
・健康づくり推進員（市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ)養成研修
　7日間　実5人
・ウォーキングマップ改訂2版作成（4,000部
　印刷）
・市民ウォーキング　2回　112人
・健康情報展　3日間　1,200人
出前健康講座以外、市民を対象とした事業とし
て健康に関する知識啓発や健康づくり実践活動
への動機づけを行った。

Ａ 健康推進課

(3)  まちづくりとの連携

①商業者、勤労者に対する交通安全意識
の向上

交通安全推進事業
交通安全意識の定着と事故の抑止を図るため、交通安全市民
大会や街頭啓発などを実施し、市全体が一体となった交通安
全運動を展開する。

街頭啓発　　 31回参加人数　1,876人
交通安全教室 117回参加人数　6,985人
交通安全市民大会 1回参加人数　330人

Ａ 市民課

②冬期間の安全な交通を確保するための
地域住民との連携

地域除雪懇談会推進事業
地域除雪懇談会を開催し、除排雪に関する課題を整理するた
めの除雪マップを作成する。

　自治会等と懇談会の中で除雪マップを作成
し、これに基づき市民・除雪業者・行政が協働
で雪対策に取り組んでいる。
　また、除雪マップの内容に対し、作成した次
年度において課題等の検証を行い除雪マップへ
追記し、除雪マップの精度を高める。
33団体を対象に新規懇談会、26団体を対象に
フォロー懇談会を実施した。

Ａ 土木事務所

③商店街の景観の維持、保全のため、違
反屋外広告物の簡易除去などへの取り組
みの導入

都市景観形成事業

北海道景観条例に基づき、地域の個性を生かした魅力ある都
市景観づくりを進めるため、届出対象となる建築物などにつ
いての意見照会に対する回答、都市景観にかかる啓発及び屋
外広告物の指導、違反広告物の簡易除去を実施する。

違反広告物簡易除却実績　339件（5～10月）
景観法意見照会回答実績　7件
違反広告物を掲示した者への指導及び屋外広告
物強調月間（6,9月）に周知を行った。市民へ
の景観の意識づけの創出という課題がある。

Ｂ 都市計画課

④市民との協働の推進、公益活動の促
進、地域コミュニティの醸成

―

商工業者、市民に直接の関係や影響のある施策、事業を展開
する場合は、企画段階からパブリックコメント等の市民参加
の手法を導入し、商工業者、市民が積極的に参加・参画でき
る機会の拡充を図ります。商工業施策においても必要に応
じ、市民参加の推進、商工業者・市民との協働の推進、公益
活動の促進、地域コミュニティの醸成を図ります。

審議会等13件
市民説明会等1件
パブリックコメント19件
アンケート調査6件
その他1件
公益活動事業2団体

Ａ 災害復興・市民
参加課
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

(4)  消防との連携

①職場や地域における防火・防災活動の
推進

―

従業員や施設利用者の安全を確保するために、各事業所にお
いて防火・防災に対応した避難訓練を実施することを進めて
いきます。また、地域の防災組織が実施する訓練などにも積
極的な参加を呼び掛けていきます。

・消防訓練未実施の事業所が多数存在するが、
消防訓練の実施は防火管理者の重要な責務であ
ることを再度認識し、自主的に実施されるよう
周知する必要がある。特に複合ビル等において
は、火災時の被害が大きくなることが予想され
るため、積極的な指導を行う必要がある。
・企業を対象とした出前講座を3回実施した。
出前講座そのものは、平成29年度に27回実施し
ているが、多くは町内会及び自治会からの要請
に基づいたものであり、今後は従業員や施設利
用者への出前講座の回数を伸ばしていきたい。

Ｂ 予防課
危機管理課

②職場における防火対策の推進 ―

（1）各事業所において、防火上の法令順守及び消火器及び屋
内消火栓などの消防用設備の維持管理の徹底を促進します。
（2）各事業所の規模に応じて防火管理者を選任し、従業員の
防火意識の向上を図っていきます。

立入実施数:826件、点検報告率:68.3%
消防訓練実施率:45%
点検報告及び消防訓練ともに実施率が低いた
め、事業者の自主的防火管理意識を高める必要
がある。

Ｂ 予防課

③ＡＥＤの設置や救命講習への参加促進
応急手当普及啓発活動事
業

救急車が到着するまでの間、傷病者に迅速・的確な応急手当
ができる市民を養成するため、ＡＥＤの使用、心肺蘇生法を
含めた救命講習会を開催し、救命率の向上を図る。また応急
手当の重要性とともに救急車の適正利用の周知を図る。

・ＡＥＤ設置事業所へ適正な維持管理の促進
・救急車適正利用についての広報
・事業所への救命講習会16回実施、
　参加人数合計267人

Ａ 救急指令課

(5)  施策評価、推進体制の確保

①行政が計画的に関与する商工業振興施
策に関する公表

―
商工業振興施策のうち、行政が計画的に関与する施策につい
ては、実施状況の公表を図ります。

市全体の取り組みとして、政策評価を公表。商
工業振興施策については、平成29年度実施分か
ら審議会の資料としても公表する。

Ｂ
全課
（商工業振興
課）

②関連する商工業施策の政策評価の導入 ―
展開する商工業施策のうち、政策目標については、目標設定
及び定期的な判定評価を行い、適正な評価のもとで、政策、
施策を展開します。

市全体の取り組みとして目標の設定と政策評価
を実施。商工業振興施策については、平成29年
度実施分から別途、審議会で報告、評価する。

Ｂ
全課
（商工業振興
課）

③健全な財政運営と財源確保 ―
商工業施策を安定的かつ効果的に展開するため、健全な財政
運営と財源の確保に努めます。

予算編成方針及び予算執行方針に基づき市全体
で取り組んだ。 Ａ

全課
（商工業振興
課）
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施策（事務事業）名 概要（計画掲載内容）
平成29年度実施状況・商工業振興寄与の内容・

取り組むべき課題やその対応など
担当課
の評価

担当課基本目標・基本施策・個別施策・具体的施策

④行政や商工業者、消費者の適切な役割
分担と商工会や民間活力の活用

―

簡素で効果的な商工業行政を展開し、効果的で質の高い行政
サービスの実現を図るため、行政の責任の明確化や商工業
者、消費者との適切な役割分担を行うとともに、商工会をは
じめ、民間委託の推進など、民間活力の活用を進めます。

商工業振興基本計画に基づき効果的な施策の推
進に努めたが、民間の活用等について検討の余
地がある。

Ｂ
全課
（商工業振興
課）

⑤事務事業の見直しや組織の整備、資質
の向上

―

多様化、複雑化する商工業行政の課題に適切に対応するた
め、事務事業の見直し、効率的な行政組織の整備と適正な職
員配置に努めます。また、必要な職員研修を計画的に実施
し、関係職員の人材育成、資質の向上に努めます。

人員要求や職員研修は市全体の取り組みとして
計画的に実施。 Ａ

全課
（商工業振興
課）

⑥情報公開、広報広聴の充実 ―

政策の立案変更に係る会議については会議録の公開など、商
工業者、市民との情報の共有を図ります。また、情報公開条
例に基づき、関連する公文書や会議は公開し、市民の知る権
利を保障します。

情報公開条例を遵守し、情報公開に努めた。 Ａ
全課
（商工業振興
課）
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目的と概要

融資状況の推移制度の改正について

平成30年度の動向

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９
928,520,000 1,119,780,000 1,895,825,000

利子(円)　　 15,284,274 16,429,002 21,665,688
保証料(円)　 12,495,672 13,330,245 15,189,531

123 150 189
424 480 538
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中小企業者等融資事業 

融資の種類

【基本目標 1】活気ある商工業の展開（基本施策 1商工業等の経営基盤の強化 （2）商工業経営の安定支援） 

①経営状況の変化に対応した融資や貸付枠の拡充など、商工会との連携 

平成 29 年度は融資限度額及び貸付期間拡充の要綱改正により、前年度と比

較すると、39 件 776,045 千円(1.7 倍)増加し、多くの活用がありました。 

改正点 

本制度の取扱金融機関や北広島商工会と定期

開催している懇談会で協議・検討を行い、より

活用しやすい内容とするため、貸付枠拡充等に

かかる要綱改正(H29.4.1)を行いました。 

 

融資の種類 融資の限度額 貸付期間 対 象 利 率 

運転資金 

及び 

設備資金 

3,000 万円 10 年以内 
1 年以上営業して 

いる中小企業者 
1 年以内 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ －0.2％ 

 

 

1 年超え 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ ＋0.1％ 

8,000 万円 10 年以内 中小企業団体 

大型店対策 

設備改善資金 

1,000 万円超え 

2,000 万円以内 

10 年以内 

(うち 2 年据置可) 

2 年以上営業している 

物品小売の中小企業者 

新規創業等 

支援資金 

1,000 万円以内 

（自己資金の範囲内と

する） 

7 年以内 

(うち 1 年据置可) 

新規創業または営業 

1 年未満の中小企業者 

小口企業資金 

1,250 万円 

ただし、既存の保証協

会の保証付き融資の残

高と新規融資額との合

計額とする。 

7 年以内 

(うち 6 ヶ月据置可) 

1 年以上営業して 

いる小規模企業者 

1 年以内 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ －0.2％ 

 

1 年超え 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ ＋0.1％ 

月別の貸付状況では、9 月 6 日に発生した北海道胆振東部地震による影響と

思われ、10 月分貸付額は前年比 1.9 倍でしたが、12 月末までの累計では 132

件 約 1,192 百万円であり、貸付額は前年比で 0.8 倍に落ち着いています。 

①運転・設備資金の貸付枠の拡充 

上限 1,500 万円→合算して上限 3,000 万円 

②運転・設備資金の貸付期間の延長 

7 年以内→10 年以内 

・本市が市内の取扱金融機関に対し、原資を預託することで市内中小企業者の事業資

金の円滑化を図り、経営基盤の強化や事業の発展を目的とした制度です。 

・融資を受けた際に発生する信用保証料の全額と利子の一部を補給し、事業者の負担

を軽減します。 

資料 1-1 

【取扱金融機関】  北洋銀行 北広島中央支店・大曲支店 
        北海道信用金庫 北広島支店  北海道銀行 北広島支店 

融資貸付フロー 

事業者 
北広島商工会の

窓口に相談 

商工会 
融資相談・融資

斡旋書作成 

金融機関 
斡旋書を受領・申

込手続き・審査・

融資実行 

市 
・商工会より 

斡旋報告受領 

・金融より 

融資実行報告

受領 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成 29 年度＞ 

・6 次産業化等推進協議会の設立（平成 29 年 12 月） 

・6 次産業化等推進戦略の策定（平成 30年 3 月） 

・6 次産業化、農商工連携商品事例紹介 

＜平成 30 年度（12 月末現在）＞ 

・6 次産業化等支援事業補助金（商品開発等） 交付決定 1件 

・6 次産業化等推進協議会の開催 

・農泊フォーラムを 3月に開催予定 

六次産業化等支援事業 【基本目標 1】活気ある商工業の展開（基本施策 3創造的な事業活動の支援 （1）新産業の創出） 

③産学官が連携した地産地消や地域ブランドづくり 

•本市の農業は、農家戸数、耕地面積は後継者不足や高齢農業者

の引退などにより減少していますが、担い手となる農業者の耕

地面積は増加する傾向にあり、収益性の高い野菜栽培や観光農

園などの取組が進められています。

•地域資源である農畜産物や農村地域等の付加価値をより一層高

めることで、農業を核とする新たな産業を創出し、所得向上や

雇用の創出を促進します。

農業の現状と目的

北広島市総合計画（第 5 次） 

総合戦略 

推進戦略 

北広島市 

戦略期間（5 年間） 

平成 30～34 年度 

北広島市 

6 次産業化等推進協議会 

行政機関、農林業団体、農林

業者、商工観光団体、金融機

関、試験研究機関等で組織 

【協議会の役割】 

③ 調査及び情報提供 

④  

意見 ・ 進行管理 

協議 ・ 進捗報告 

•北広島市総合計画（第5次）では緑豊かな生活環境や産業の活気

を掲げ、また、定住人口増加を目的とした「北広島市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」では基本目標4 「挑戦」に「農業を

核とした新たな産業の展開」を位置づけています。

•平成29年12月に北広島市6次産業化等推進協議会を立ち上げ、平

成30年3月に推進戦略を策定しました。

事業の位置づけと推進体制

関係機関や団体と連携した体制の下、推進戦略に基づき、財政支援・

情報提供・関係機関や相談機関等の紹介など、きめ細やかに取り組む 

支援 

北広島市、関係機関・団体等 

 ① 

 
 ④ 地産地消の推進 

 
 ② 人材育成 

 
 ⑤ 販路の拡大 

 

 ③ 6 次産業化・農商工連携の促進 

 
 ⑥ 

 

農産物価値向上 

農業所得向上 

地域の雇用創出 

地域の経済活性化 等 

概要 

農業者・団体、商工業者等 

 新商品開発 2件 

・北海道ブレンド Kibi 畑 

（とうきび焼酎） 

・トマトジュース藍 

成果 

成果から 

効果へ 
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•平成29年度は、委託事業者による効果的な研修や丁寧なカウンセリング等

により、就職率100%を達成しました。研修生アンケートでは8割以上が事

業について「満足」「やや満足」と回答しましたが、5割以上が職場実習期

間（2ヶ月間）は「長い」と回答していることから、実習先企業の意見も勘

案しつつ、実習期間を見直し、今後も継続して実施します。

•働きたい女性の支援としては「働きたい女性のための企業合同雇用促進事

業」にも取り組んでおり、市内企業の人材不足に対応した潜在的求職者の

開拓について企業と連携し、事業を展開します。

今後の方向性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働きたい女性のための再就職支援事業 

•出産や育児等によりキャリアブランクのある女性の再就職を支援する

ことにより、仕事と家庭の両立支援を図ります。

事業の目的

【基本目標 2】商工業活動を支える基盤の充実（基本施策 5勤労者の福利厚生の増進（1）就業機会の拡大と安定化） 

③女性の就業機会の拡大を図るための取組み強化 

事業実施内容について専門的

知識、効果的なアイディア等

が求められることから、提案

内容等が優れた者を選定する

プロポーザル方式を採用し、

委託事業者を選定。 

委託事業者の選定 

事業内容について広

く周知し、市内在住

の働く意欲のある女

性（15 名）を募集。 

【7 月下旬～8 月中旬】 

参加者募集 

契約社員として採用した 15

名の参加者に対し、ビジネ

スマナーやパソコンスキル

習得等の座学研修を実施。

【9 月上旬～10 月下旬頃】 

座学研修 

市内を中心とした企業等で

職場実習を実施。 

その後参加者と実習先企業

の意向が合えば、直接雇用

に移行。 

【11 月上旬～12 月下旬】 

職場実習 

事業概要

•支援による就職率 100%

•事業参加者数 15名

•職場実習参加者数 15名（職場実習参加率：100%）

•就職決定者数 15名（就職率：100%）

•うち市内就職者数：11名、市外就職者数：4名

•主な就職業種 卸売・小売業、製造業、医療・福祉外

事業目標・事業実績

事業目標 

事業実績 

パソコン研修の様子 企業見学会の様子 

※「北広島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における重点事業として位置づけており、

国の地方創生推進交付金（補助率：１／２）を活用して実施。 

再

就

職 
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札幌市・江別市・千歳市・恵庭市・北広島市・石狩市・当別町・新篠津村の石狩管

内 8 市町村によって構成される特別地方公共団体で、構成市町村の協力・連携のもと、

圏域にまたがる共同ソフト事業に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌広域圏組合連携事業 

•生活圏は拡大し続け、住民ニーズは多様化の一途をたどっています。

加えて少子高齢化や教育の問題など、どの市町村にも共通する新たな

行政課題を抱えるようになりました。圏域市町村にまたがる具体的な

ソフト事業を行いながら圏域全体の振興を図ることを目的に平成9年

に設立しました。

設立目的

札幌広域圏組合とは 

事業概要

【平成 29年度の取組内容】 

・首都圏におけるさっぽろ圏 PR 事業 

 「CAFÉ;HAUS」（江東区）で地元食材を使用したオリジナルメニュー・
地ビール・地ワインの提供、物販コーナー設置、絶景ムービー放映 

・札幌圏逸品発掘事業 

 食の魅力やこだわりの PR として、パンフレット作成、WEB ページ作
成、バナー広告、イオン札幌発寒店等での催事（物販）、札幌市役所地下食
堂の（期間限定）メニュー化など 
 

・上記の観光分野に係る取り組みのほか、新規採用職員研修の実施（参加者
125 人）、ジュニアコンサートの開催（参加児童数 3,045 人）地方創生推進事
業においては、「移住促進」として首都圏での移住フェアの開催（来場者 108
人）、「婚活支援」として出会いと交流の場の提供とともに圏域の魅力をアピー
ルするバスツアーの開催（参加者 93 人）などを実施。 

今後予想される人口減少社会を見据えて更なる広域連携を進める

ため、札幌広域圏組合に代わって 2019 年度から新たな広域連携の枠

組である「連携中枢都市圏」の形成に向けた検討を進めています。 

連携中枢都市としての要件を備える札幌市が、経済、住民生活等

において密接な関係を有する市町村（主に通勤通学割合が 10％圏）の

7 市 3 町 1 村（江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津

村、小樽市、岩見沢市、南幌町、長沼町）との連携について検討しています。 

※連携中枢都市圏とは 

地方圏において相当規模と中核性を備える圏域の中心都市が、近隣氏との連携

に基づいて、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社

会経済を維持するために形成する圏域のことをいう。 

＜スケジュール＞ 

2018 年 11 月 連携中枢都市宣言 

2019 年 03 月 連携協約の締結（議会議決後） 

（札幌市）連携中枢都市圏ビジョン策定 

【基本目標 3】地域社会との交流や連携の強化（基本施策 6国･北海道･近隣自治体･関係団体との連携（1）国・北海道・近隣自治体等との連携協力） 

④近隣自治体との情報共有や広域的な企業連携による情報の共有と需要拡大 

•新規採用職員後期研修

職員研修事業

圏域振興推進事業

•ふれあいパンフレットコーナー（地下鉄大通駅）運営、コミュニティＦＭ

出演、首都圏向けプロモーション（札幌市東京事務所等との連携）など

情報発信事業

•子どもの芸術文化への興味・関心を高め、感性や創造力を育成

人材・文化交流ネットワーク事業

•首都圏で移住相談会開催など

地方創生推進事業
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•継続して啓発事業を実施することで消費者の意識醸成を図っており、市消費生活センターへの消費者相談が浸透するなど、一定の成果を上げています。

•消費者協会や他団体との連携をさらに強めるべく、団体同士が特殊詐欺や悪質商法等に関する情報を迅速に共有できる仕組みづくりについて検討を進

めます。

これまでの成果と今後の取組

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民、消費者団体との連携 

•消費生活の安定及び向上を図ることを目的とした団体である北広島消費者協会に対し、事業費を補助するほか、様々な消費生活に関する共催事業を通

じて、消費者への啓発などを実施しています。

•北海道警察などの他団体とも連携・協力しながら特殊詐欺や悪質商法による被害防止など、消費者への啓発を継続して実施しています。

市と消費者協会

【基本目標 3】地域社会との交流や連携の強化（基本施策 6 国・北海道・近隣自治体・関連団体との連携協力 （(3) 市民、消費者団体との連携協力） 

①消費者ニーズの把握や製品情報の公表など、商工業者等と消費者の連携の場の確保 

消費生活展

•「元気フェスティバルinき

たひろしま」内で開催

•消費に係る情報の展示や環

境クイズなどを通して消費

を啓発

•特殊詐欺啓発のための寸劇

を発表

•消費生活相談コーナーの設

置

※「元気フェスティバルin

きたひろしま」とは、市内

の各種団体が活動成果を発

表し、「元気」を発信する

イベント

消費者大会

•消費者問題を消費者の視点

で考えることを目的として

開催

•消費者問題をテーマ（H29

消費者金融・H30食育）に

基調講演を実施

•特殊詐欺啓発のための寸劇

を発表

•地産地消を目的として、市

内企業から地場産品を賞品

として提供いただき、大抽

選会を実施

地産地消料理コンテスト

•「北広島環境ひろば」内で実施

•地元の食材を使った料理レシピ

を市内高校生等を巻き込みなが

ら広く募集し、投票により優秀

賞を決定。優秀作品は市内企業

の「㈱見方」が商品化した例や

「料理レシピ投稿・検索サービ

ス『クックパッド』」への掲載

などの実績がある

※「北広島環境ひろば」とは、

環境について大人も子供も学べ

るよう、体験コーナーやクイズ

などを実施するイベント

※H30は、北海道150年事業

「コメフェス」内で実施

その他

•「消費者の日」にパネル展

や悪質商法被害防止の街頭

啓発を防犯協会・町内会・

店舗等と連携して実施

•市が北広島市観光協会と共

催する夏祭り「北広島ふる

さと祭り」のステージ上で

北海道警察とともに消費の

啓発を実施

•市消費生活センターの消費

生活相談員は、協会が人材

育成し推薦するなど人材確

保に協力

消費者大会 

消費生活展（寸劇） 

主な実施事業（市と消費者協会の共催） 
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